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 ここのところ党市議団には税の差し押さえについての相談が相次いでいます。 

 その内容は、Aさんはシングマザーですが、これまで納税相談で払わなければならない 6

万円の支払いが 10月に滞っていましたが、給料が振り込まれた翌日に、預貯金の 8割を差し

押さえられ生活ができない事態です。Aさんは、担当課に連絡し相談の日程を告げ、「生活で

きないので、差押えを解除してほしい」と訴えましたが、市の担当者は応じてもらえないと

いう実態です。Aさんには給料以外に財産もなく、借金はできない状況です。 

又、Bさんは納税の相談にも応じてもらえず、泣く泣くサラ金に手を出して税を支払った

との相談も寄せられています。まさに生存権が脅かされる徴税攻勢は許されません。 

こうした市民は、多額の財産があるわけではなく、仕事が不安定な中で、税が支払えなく

なり、未納が続いている方々です。「血も涙もない」と嘆きの声が寄せられています。 

 国税徴収法 75条は、滞納者保護の観点から差押を禁止しています。 

とりわけ、国税徴収法 75 条１項第 2号では、「滞納者及びその者と生計を一にする親族の

生活に必要な三月間の食料及び燃料」は差押えはできないことになっています。また国税徴

収法第 76条第 1項で、差し押さえ禁止額が明記されています。 

昨年 9月の決算特別委員会で担当課長は、「預金債権の差押えにより、滞納者が生活困窮に

陥るケースがある場合には、国税徴収法第 76条の差押禁止額を斟酌しつつ、滞納者の生計を

維持するのに必要と認められる金額について差押えを猶予または解除することができるもの

としており、納税者の実情に即したきめ細かい対応をしているとご答弁いたします」と答弁

されています。 

 しかし今回の複数の相談は、こうした法律や答弁からかけ離れていると言わざるを得ませ

ん。このままでは自殺者も出かねない事態です。市民が生活に困らないように、以下の緊急

な対応を要請します。市長におかれましては緊急の対応をお願いします。 

 

１．生存権を脅かす、行き過ぎた差押えをやめること。 

２．預貯金の 8割を差押えるようなやり方は直ちにやめ差押えを解除し、市民が生活に困ら

ないようにすること。 



３．相談者は平日の相談は仕事を休まなければならず、困難な方もいます。税の相談は夜間、

休日なども柔軟に対応できるようにすること。特に日曜開庁日に、相談窓口を設置すること。 

４．フィナンシャルプランナーや弁護士などを配置し、生活全体の相談に応じることができ

る体制をつくること。 

以上 

 

【給料の差押え禁止額】 

Ａ＋Ｂ＋生活費の加算額＝給料の差押え禁止額（徴収法 76条 1項） 

Ａ：給料から天引きされる所得税・住民税・社会保険料 

Ｂ：最低生活費相当額（現在は 10万＋4.5万×家族人数×必要なら日割り 

生活費の加算額（（総支給額－Ａ－Ｂ）の 2割 


